
 

令和２年度 守谷市監査計画 

 

 守谷市監査基準（令和２年４月１日施行）第７条第１項の規定により，標記

の計画を策定する。 

 

１ 監査・審査・検査（以下「監査等」と表記）の種類 

 

○実施する監査等及びその対象 

（１）例月現金出納検査（地方自治法第２３５条の２第１項） 

 毎月，市の現金の出納（一般会計，特別会計及び地方公営企業会計）と保管

状況を検査する。 

 また，市が執行した入札案件について，その内容を審査する。 

（２）基金運用状況審査（地方自治法第２４１条第５項） 

 基金の運用状況を検証するとともに，基金の運用が，適正かつ効率的に行わ

れているかを審査する。 

 毎月，例月現金出納検査と同時に審査を実施し，決算審査意見報告書に審査

結果を記載する。 

（３）定期監査（地方自治法第１９９条第４項） 

 令和２年度における守谷市（以下「市」と表記する。）の財務に関する事務の

執行及び市の経営に係る事業の管理を監査する。事務や事業が法令等に則して

適正に行われているかという観点はもとより，経済性，効率性及び有効性の観

点も重視し実施する。 

 市の事務事業から重要かつリスクの高いものから選択して実施する。 

（４）決算審査（地方自治法第２３３条，地方公営企業法第３０条） 

 市長から審査に付された，一般会計，特別会計及び地方公営企業会計の決算

書及びその他の関係書類の計数を確認し，予算の執行と会計処理が適正で効率

的に行われているかを審査する。 

（５）地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく審査（同法第３条第

１項，第２２条第１項） 

 毎年度，市長から審査に付された健全化判断比率等（実質赤字比率，連結実

質赤字比率，実質公債費比率，将来負担比率，資金不足比率）及びその算定の

基礎となる事項を記載した書類の計数を確認し，予算の執行と会計処理が適正

で効率的に行われているかを審査する。 

 

○監査委員が必要であると認めるときに行う監査等及びその対象 

（１）行政監査（地方自治法第１９９条第２項） 

 定期監査などの財務以外の行政事務全般について監査を行う。 

 これまで，市の監査では，定期監査と一体的，総合的に実施してきた。 



 

（２）随時監査（地方自治法第１９９条第５項） 

 これまで，市の監査では，「工事監査」として，市の主な建設事業の中から抽

出し，その事務及び施工等が適正に執行されているかについて監査を実施して

きた。また，技術面などの専門的な部分については，外部の技術士に委託して

きたところである。 

（３）財政援助団体等監査（地方自治法第１９９条第７項） 

 監査委員が必要と認めるときだけでなく，市長から要求があるときに，市が

財政援助を与えている団体，出資団体，借入保証団体，信託の受託者，公の施

設の管理者（指定管理者）に対して監査を行う。 

（４）指定金融機関等における公金の収納等の監査（地方自治法第２３５条の

２第２項，地方公営企業法第２７条の２第１項） 

 監査委員が必要と認めるときだけでなく，市長や管理者（公営企業）から要

求があるとき，指定金融機関，指定代理金融機関，収納代理金融機関，収納事

務取扱機関が取り扱う公金の収納又は支払の事務について監査する。 

 通常は，会計管理者又は管理者が金融機関の公金の収納・支払事務を検査し

なければならないため（地方自治法施行令第１６４条の４），市長等から要求が

あったときを除いて，監査委員が実施することはない。 

（５）要求監査 

 市民や議会，市長から要求があったときに行う監査である。 

① 住民監査請求に基づく監査（地方自治法第２４２条第１項） 

② 住民の直接請求に基づく監査（地方自治法第７５条第１項） 

③ 議会からの請求に基づく監査（地方自治法第９８条第２項） 

④ 市長の要求に基づく市の事務執行に関する監査 

  （地方自治法第１９９条第６項） 

⑤ 市長の要求に基づく職員の賠償責任に関する監査 

  （地方自治法第２４３条の２第３項） 

 

  



 

２ 監査等の実施時期 

 

監査等の名称 実施時期 

（１）例月現金出納検査  毎月下旬 

（２）基金運用状況調査  毎月下旬 

（３）定期監査  ９月から１１月まで 

（４）決算審査  ６月から８月まで 

（５）地方公共団体の財政の健全化に 

   関する法律に基づく審査 
 ６月から８月まで 

 

 「１ 監査等の種類 ○監査委員が必要であると認めるときに行う監査等」

については，実施時期を未定とする。 

 その他，別添「令和２年度 守谷市監査年間計画表」を参照のこと。 

 

３ 監査等の実施体制 

（１）監査委員書記（監査事務担当職員）は，監査等の実施に当たり，事前に

監査委員及び関係部署との日程等の調整や資料の収集等を行い，監査等が円滑

に実施できるよう務める。 

（２）監査委員書記は，監査委員と協議の上，必要に応じて監査等の実施計画

及び実施要領を個別に策定する。 

（３）監査委員書記は，監査等を実施するときは，遅くとも７日前までに，関

係部署に対して通知又は連絡をする。 

（４）監査等の実施に当たっては，監査委員２名と監査委員書記の立会いのも

と，必要に応じて関係部署等の職員の出席を求める。 

（５）その他，監査等の結果の報告や公表等については，関係法令（地方自治

法，地方公営企業法等）及び守谷市監査基準に基づいて行う。 

 

 



令和2年度　守⾕市監査年間計画表
○監査・審査・検査

区　分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月　 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月
24⽇（⾦） 27⽇（水） 26⽇（⾦） 29⽇（水） 26⽇（水） 25⽇（⾦） 28⽇（水） 27⽇（⾦） 25⽇（⾦） 27⽇（水） 2４⽇（水） 26⽇（⾦）
13:00〜普通会計 13:00〜普通会計 13:00〜普通会計 13:00〜普通会計 13:00〜普通会計 13:00〜普通会計 13:00〜普通会計 13:00〜普通会計 13:00〜普通会計 13:00〜普通会計 13:00〜普通会計 13:00〜普通会計
15:00〜企業会計 15:00〜企業会計 15:00〜企業会計 15:00〜企業会計 15:00〜企業会計 15:00〜企業会計 15:00〜企業会計 15:00〜企業会計 15:00〜企業会計 15:00〜企業会計 15:00〜企業会計 15:00〜企業会計

5月末⽇時点での 報告書作成・提出
残高証明書授受

関係資料の収集 報告書作成 報告書提出
事前審査

ヒアリング
事前審査 報告書作成

報告書提出

ヒアリング
関係資料の収集 審査 報告書作成

市⻑⾯談
報告書提出

○都市監査委員会・市町村アカデミー
区　分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月　 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

27⽇（⽊）〜28⽇（⾦）

総会・研修会
（広島市）

2⽇（火） 16⽇（⾦）
定期総会 職員研修会
（千葉市） （調布市）
30⽇（火） 7⽇（火）
初任者研修会 定期総会
（水⼾市） （水⼾市）

21⽇（火）〜22⽇（水） 21⽇（水）〜22⽇（⽊） 19⽇（火）〜27⽇（水）

監査委員特別セミナー 監査委員特別講座 監査事務
※中止

例月現⾦出納検査

基⾦運⽤状況調査

定期監査

決算審査

※毎月，普通会計分の例月現⾦出納検査時に実施

関係部署からの聴取
実施方法の検討

実施要領・実施計画策定
関係部署との⽇程調整

対象事務事業の選択

実施方法の検討
（出納整理期間）

決算書等関係資料
の収集

代表監査委員
定例月議会出席

要求監査 要求に応じて実施

（出納整理期間）

全　国
都市監査委員会

関　東
都市監査委員会

代表監査委員
定例月議会出席

定期監査と併せて実施

実施時期未定

実施時期未定

実施時期未定（要求がないかぎり実施しない）

随時監査
（工事監査等）
財政援助団体等
監査
指定⾦融機関等
監査

⾏政監査

地方公共団体の財
政の健全化に関する
法律に基づく審査

茨城県
都市監査委員会 ※実施時期未定の会合：職員研修会，県⻄県南地区職員研修会（2回），特別研修会

市町村アカデミー
（千葉市美浜区）

5月26⽇（火）〜6月3⽇（水）
監査事務



○プロジェクト
区　分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月　 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

全体スケジュール策定 業務手順書確認 業務手順書策定完了 次年度スケジュール検討

対象事業抽出 担当部署との調整
市⻑・副市⻑に説明 業務手順書作成説明会 リスク判定 市⻑・副市⻑に報告

対象規程等決定 資料収集 関係部署からの聴取 市⻑部局へ改正案提出 （改正案起案・決裁）改正案策定 次年度当初施⾏へ向けての調整事務規程等⾒直し

内部統制制度導⼊
業務手順書策定（対象事業担当部署）

※　監査委員及び監査委員書記は，随時策定の補助を⾏い，毎月進捗状況を確認


